
事業内容
放課後児童クラブの整備・運営に要する経費の一部を補助
①補助対象者 市町、②補助対象経費 運営費・整備費の一
部、③補助率 2/3(国1/2・県1/2)

有 効 性

効 率 性

・少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て力・教育
力の低下に伴い、児童の安全で健やかな居場所としての児童クラブの必要性が高
まっている。
・子どもの情緒の安定や事故防止を図る観点から、大規模クラブの適正規模（概
ね40人程度まで）への分割が喫緊の課題となっている。

・開設校区数は着実に増加しており、事業の進捗状況は良好である。

・国庫補助単価を活用し、適正なコストにより実施することとしている。(国庫補
助単価の増額改正や大規模クラブの適正規模への分割等により指標１単位あたり
のコストは増加している)

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

新規 拡充

0.7人

5,743 千円 0.7人

92.9% 93.4% 95.0%

少子対策の推進

ひょうご放課後プラン(児童クラブ型)推進事業

平成20年度決算額

(321,441 千円)

共働き家庭など留守家庭の児童に対して、放課後に適切な遊びや生活の場を提供する。

所管部局課名

担当者電話番号

健康福祉部こども局児童課

児童政策係 078-362-3197

事業開始年度

・全体経費の1/2を公費(国、県、市町各1/3)、残りの1/2を利用者負担としてお
り、受益と負担の適正化が図られている。

22年度
目標

達成率（％）

H21 H22

417校区410校区

・①児童クラブの設置運営は市町の役割である。②財源については、国・県・市
で１／３づつとなっている。③県は専門的な立場からクラブ指導員等に対する研
修を行っている。

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

就労等により昼間保護者が家庭にいない児童の安全で健やかな居場所として放課後児童クラブの
ニーズが高いことから、引き続き事業を継続する。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

事業名

21年度
見込み

平成21年度当初予算額

(323,446 千円)

区 分

0.7人

放課後児童クラブを必要とする全校区への開設

目標の達成度
を示す指標

(1,590 千円)

指標名

0.7人

平成22年度当初予算額

(340,760 千円)

734,818 千円

従事人員

従事人員

平成19年度

740,561 千円

方 向 性

701,331 千円

H20

(1,776 千円)

従事人員

従事人員 従事人員

20年度
実績

408校区

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

0.7人5,930 千円 5,852 千円

施策名

従事人員

0.7人648,665 千円 707,183 千円

事業の目標

事業目的

25年度

[目標設定理由]
地域での放課後のこどもの安全・安心な居場所の確保
の観点から全校区への開設を目標とする。

開設校区数
（政令市・中核市は
除く）

目 標

目標値 年度

439校区
(1,725 千円)

642,735 千円


